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１．キーワード
　学校司書　配置状況　雇用状況　業務内容　学校図書館　政令指定都市

２．はじめに
　新学習指導要領の本格実施により、学校図書館の３センター機能（読書センター・

学習センター・情報センター）の必要性がより増すことは必至だろう。この学習の基

盤となる３センター機能をより充実させるためには、司書教諭と学校司書の協同が必

要不可欠である。具体的には、司書教諭による図書館教育と、学校司書による図書館

運営である。これらは、車の両輪であり、両方が機能しなければ成立しない。

　しかし、前者の図書館教育について、教育学や図書館情報学などの観点から研究が

行われているが、後者の図書館運営や、それを司る学校司書の多岐にわたる業務（１、

ひいては雇用について網羅した研究は管見ながら少ない印象を持つ。

　そこで、本調査では20政令指定都市の教育委員会へ雇用状況や業務内容に関する調

査票を送付して、その回答をもとに学校司書の①配置状況や支援体制、②雇用状況、

③業務内容に関する統計を作成した。各研究分野において、この一次資料を活用して

いただき、学校司書の雇用や業務に関する研究に役立てていただきたい。

３．調査方法・期間
　①　20政令指定都市の教育委員会へ調査票を送付（回答期間 2020年２～３月）

　②　未回答の教育委員会へ調査票を再送付（回答期間 同年５～６月）

　③　追加調査（回答期間 同年12月～翌2021年２月）

　　※　調査票は「配置状況調査」、「雇用状況・業務内容調査」の２種類。
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　　※　回答数は、17政令指定都市であった。

　　※　送付した調査票は、本稿５頁～９頁参照。

４．統計凡例
　各政令指定都市の教育委員会からの回答結果により、学校司書には①正規職員、②

非常勤嘱託、③臨時職員、④有償ボランティアの４雇用形態があることが明らかになっ

た。また、政令指定都市によっては、複数の雇用形態が混在していた。

　そのため、統計では複数の雇用形態をもつ政令指定都市は色分けと、全雇用形態の

記載をして、参照しやすくした。たとえば、A市には「正規職員」「非常勤嘱託」「臨時

職員」の３雇用形態がある。そこで、A市のセルを青く表示して、3雇用形態を記入した。

　本統計では、雇用期間（更新）が１年の職員を「非常勤嘱託」、学期毎の雇用期間（更新）

を「臨時職員」と定義した。教育委員会からの回答で「臨時職員」となっていても、１年

毎の雇用になっている場合は「非常勤嘱託」の箇所に記載した。

　統計項目の「休暇」や「社会保障」など、雇用形態によって該当しない項目は欄自体を

省いた。また「✓」のある箇所は、該当していることを指す。たとえば、調査２「雇用条件・

採用」⑧異動で「同一校種の異動」に「✓」があれば、同一校種間の異動（小学校から小学

校への異動など）をする意である。

　主な調査内容は以下のとおりである。　　　　
調査票１ 学校司書の配置について

　①　雇用形態毎の学校司書数　　②　学校司書の配置状況　　③　学校数

　④　学校司書１人当たりの勤務校数　　

調査票２ 雇用状況について（休暇など該当がないものは掲載していない）

　①　雇用形態　　　②　学校司書の名称　　　③　雇用期間（定年）　

　④　勤務時間　　⑤　雇用更新の有無　　⑥　雇用更新の制限　

　⑦　再雇用・再任用　　⑧　異動　　⑨　通勤時に自家用車の使用　

　⑩　給料　　⑪　昇進・昇格　　⑫　賞与　　⑬　給料加算　

　⑭　退職金　　⑮　手当　　⑯　社会保険など　　⑰　時間外勤務　

　⑱　各種休暇　　⑲　長期休暇中の勤務　　⑳　兼業（副業）の可否　
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　 21○　採用に関すること

　
調査票２ 業務内容について

　　①　図書館運営やそれに付随する業務　　②　学校教育に関する業務

　　③　学校司書を対象とした研修　　④　校内研修への参加

　　⑤　学校司書・学校図書館への支援体制　　⑥　学校司書担当指導主事の有無　　　　　　

　　⑦　業務マニュアルの有無

５．考察
　政令指定都市間で、学校司書の配置状況や雇用状況に大きな差異が見受けられた。

正規職は17市のうち３市であった。その３市においても、非常勤嘱託や臨時職員を多

く配置していた。

　非常勤嘱託のみの雇用は９市、非常勤委託と有償ボランティアが１市、臨時職員の

みの雇用は３市、正規職と非常勤嘱託・臨時職員が３市、有償ボランティアのみは１

市であった。今回、返答のあった17市では指定管理者による学校司書の配置はなかっ

た。

　掛け持ち学校数でも差異があった。１校にのみ勤務する「専任」は８市、複数校に勤

務する「兼任」は３市、「専任」「兼任」混在は６市であった。

　より詳細な分析は、別稿とする。　

６．今後の課題
　2020年度より非常勤嘱託・臨時職員の雇用制度が「会計年度任用職員」へと変更され

た。それにより、雇用条件は改善したのだろうか。また、制度変更により業務内容に

影響はあったのだろうか。

　今後、「会計年度任用職員」へ制度変更後に学校司書の雇用状況・業務内容がどのよ

うな変化があったのかの追加調査を行い、2020年度統計を作成する。

　くわえて2019年度および2020年度の統計を比較して、雇用状況や業務内容に相違点

があるのか比較研究を行う。
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７．謝辞

　お忙しいなか、本統計調査にご回答いただいた各教育委員会ご担当者様へお礼申し

上げる。

　調査票作成時に多数のご助言をいただいた。各位にお礼申し上げる。

８．注記
　学校図書館だけではなく、公共図書館も同様であるが、「図書館が普通に使える状態」

は、司書による多岐にわたる図書館運営業務の賜物による。図書館運営業務は、レファ

レンスサービスや図書の貸出・返却（直接サービス）のように利用者に見えるものだけ

ではない。利用者には見えない図書館のバックヤードでは、多くの業務（間接サービス）

を行っている。

　たとえば、１冊の図書が貸出できるようにする過程を「装備」と呼ぶが、その前後の

業務を含めて紹介すると以下のようになる。

　（前年度の統計などを参考に）①選書方針決定、②選書会議、③発注書作成、④発注

書決裁、⑤発注、⑥納品、⑦予算執行（請求）処理、⑧装備（所蔵印押印、館種に応じ

たＮＤＣの決定、バーコードやラベル、持ち出し防止タグ、保護フィルム貼り付けな

ど）、⑨ＯＰＡＣ登録、⑩新着図書の案内作成、⑪配架など。

　それ以外にも、イベントの企画やテーマブックスの展示、蔵書点検、統計作成など

間接サービスの業務は膨大である。

　それにくわえて、レファレンスサービスでは、利用者の求めに対して、資料提供を

迅速に行うためには、蔵書構成を理解するだけにとどまらず、各種データベースを駆

使して行うため、非常に高度な業務であることは言うまでもない。
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９．調査票

学校司書雇用状況・業務内容調査（１） 
斎藤直人（上田女子短期大学） 

調査ご協力のお願い 
 この調査は、20 政令指定都市にて雇用されている学校司書の雇用状況および業務内容の実態を調査する

ものです。ご回答いただいた内容は、政令指定都市ごとにまとめて、全国学校図書館協議会 機関紙「学校図

書館」へ掲載予定です。また、同会全国大会においても報告予定です。調査紙（１）（２）のご返送をもって、

回答内容の掲載・報告の承認と代えさせて頂きたく存じます。 
現時点で、可能な範囲でご回答いただければ幸いです。なお、この調査によって明らかになった情報は、

匿名で処理をして、ご担当者様の氏名や、政令都市名を明示することは一切ありません。 
どうか調査へのご協力よろしくお願い申し上げます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
学校司書の配置状況についてお尋ねします。該当する箇所に〇または数字などをご記入ください。 
① 学校司書の雇用形態 
 ・ 学校司書は【 専任（１校に対して１名配置） ・ 複数校勤務 】 
 ・ 学校司書の雇用者数 

・ 正規職 【      名】 
  ・ １年ごとの雇用 【      名】 
  ・ 学期ごとの雇用 【      名】 
  ・ 指定管理 【      名】 
  ・ その他【      名】 
 
 
 
 
 
② 学校司書の配置状況について 

・ 雇用形態に関係なく、学校司書が配置されている学校種に全て〇をご記入ください。 
【 小学校数 ・ 中学校数 ・ 中等学校 ・ 特別支援学校数 ・ 市立高等学校 ・ その他（      ）】 
 

・ 学校数をご記入ください。 
小学校数【     校】 ・ 中学校数【     校】 ・ 中等学校【     校】 
特別支援学校数【     校】 ・ 市立高等学校【     校】 ・ その他（      ） 

教育委員会ご担当部署（                           ） 
ご回答者様氏名（                  ） 
ご連絡先（℡     －      －      ） 
ご住所 〒  

※ その他の場合、雇用形態をご記入ください。 
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学校司書雇用状況・業務内容調査（２） 

 

お手数をおかけしますが雇用形態ごとに１枚ずつ「調査紙」にご回答ください。例えば、雇用形態が「正規」と

「非常勤嘱託」の２つある場合は、それぞれ１枚ずつ（計２枚）「調査紙」をご提出ください。 

１ 雇用に関することをお尋ねします。 〇や具体例などをご記入ください。 

① 条例で定められた、専ら学校図書館の運営に当たる職員の名称 記載例【学校司書、図書協力員など】 

 【                 】 

 

② ①の雇用形態（お手数をおかけしますが雇用形態ごとに１枚の「調査紙」にご記載ください） 

【 正規・非常勤嘱託・臨時・指定管理者・有償ボランティア・その他（            ） 】 

 

③ 雇用期間と定年を迎える年齢 

 【 終身雇用・通年雇用・学期ごとの雇用・その他（      ）】 

・ 定年を迎える年齢【     歳】  

 

④ 勤務時間 

  ・ 雇用時間を例のようにご記入ください。 

 

 

 

 

⑤ 雇用更新の有無 （正規職以外ご回答ください）   

 【  更新あり ・ 更新制になっていない 】 

 ・ 「更新あり」の場合以下より選択してください。 

 【 １年ごとの更新 ・ 学期ごとの更新 ・ その他（              ） 】 

 

⑥ 雇用更新の制限（いわゆる５年雇止め）の有無 （正規職以外ご回答ください） 

  【 継続雇用の上限は有り ・ 継続雇用の上限は無い 】 

・ 「有り」の場合、更新は【      】年までを上限とする。 

  ・ 「有り」の場合、継続雇用の上限に達して雇用終了した者は、再度採用試験を受験することは可能ですか。 

 【 可 ・ 不可 】 

 

⑦ 学校司書の再雇用・再任用（定年退職後の採用） 

  【 有り ・ 無し 】 

・ 「有り」の場合、「雇用形態」と「条件」をご記入ください。 

 

 

 

 

 

⑧ 異動の有無 

  【 有り ・ 無し 】 

   「有り」の場合、右ページの調査項目にご回答ください。 

【例】 【例 1 フルタイム】【例２ 週 27.5 時間（同一週内で曜日ごとに学校裁量で時間を決定可）】 

【例】正規学校司書が定年退職後、再雇用として「非常勤嘱託」になれる。その際は、面接のみ行われる。

市 

※ ご記入ください 
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・ 同一校に【    】年以上勤務の者が対象となる。（特に条件などが無い場合は空欄） 

    ・ 異動する可能性のあるもの全てに〇を記入してください。 

・ 同一校種の異動（例えば、小学校勤務者が小学校へ異動） 

・ 学校種に関係なく異動（例えば、小学校勤務者が中学校や特別支援学校へ異動） 

・ 学校図書館と公共図書館間の異動 

・ その他（                      ） 

 

⑨ 通勤時に自家用車の使用 

  【 可 ・ 不可 】 

・ 可の場合、通勤手当の月額上限はいくらですか。 【        円】 

 

⑩ 給料  （該当する給料の欄に金額をご記入ください。） 

  月給【基本給           円】 ・ 日給【              円】 

  時給【1時間当たり        円】 ・ その他【             円】 

   ・ 俸給表（給料表） 【 有り ・ 無し 】 

    

 ⑪ 昇進・昇格 

 【 有り ・ 無し 】 

 ・ 「有り」の場合、役職名を記載してください。  

 

 

 

 

⑫ 賞与 

 【 有り ・ 無し 】 

 ・ 「有り」の場合、昨年度の支給月と支給率 （記載例【６月に 1.8 カ月分支給】） 

  【    月に     カ月分支給】【    月に     カ月分支給】 

  

⑬ 給料加算（該当する箇所に記入してください。） 

 年次加算 【 有り ・ 無し 】 

・ 「有り」の場合、【       円】の加算。 

 前歴加算 【 有り ・ 無し 】 ・ 評価加算 【 有り ・ 無し 】 

  その他加算【           】 

 ⑭ 退職金 

 【 有り ・ 無し 】 

・ 「有り」の場合の算定方法をご記入ください。 

 

 

 

 

⑮ 手当 （該当するものに〇をご記入ください。） 

 住宅（住居）手当 ・ 扶養（家族）手当 ・ 深夜手当 ・ 時間外手当 ・ 超過勤務手当 

休日手当 ・ 資格手当 ・ 皆勤手当 ・ 地域手当 ・ 寒冷地手当 ・ 単身赴任手当 ・ へき地手当 

 役職手当 ・ 現業手当 ・ 教育職手当 ・ 調整手当 ・ 単身赴任手当 ・ その他（          ） 

 

【例】 主事、主任、主査など 
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⑯ 社会保険など （加入するものに〇をご記入ください。） 

  健康保険 ・ 雇用保険 ・ 労災保険 ・ 厚生年金 ・ 介護保険 ・ その他（          ） 

 

 ⑰ 時間外勤務 

  ・ 時間外勤務を行うことは【 可 ・ 不可 】 

「可」の場合、時間外勤務をするための手順や手続きをご記入ください。 

 

  

 

 

・ 時間外勤務を行った場合、振替休日は可能ですか。 【 可 ・ 不可 】 

 

⑱ 各種休暇の有無 （取得できるものに〇を記入してください。加えて付与日数もご記入ください。） 

  ・ 年次有給休暇【    日】 

   ・ 年次有給休暇の繰越可能日数【    日】 

  ・忌引休暇【    日】 ・追悼休暇【    日】   ・春季休暇【    日】 

 ・夏期休暇【    日】 ・秋季休暇【    日】   ・冬期休暇【    日】 

・結婚休暇【    日】 ・産前・産後休暇【    日】  ・育児休暇【    日】 

・生理休暇【    日】 ・介護休暇【    日】 ・療養休暇【    日】 

  ・看護休暇【    日】 ・災害休暇【    日】 ・ボランティア休暇【    日】 

・ その他休暇名称【         休暇】【    日】 

 

⑲ 長期休暇中の勤務の有無 

  春季中の勤務 【 有り ・ 無し 】 「有り」の場合勤務日数【    日】 

夏季中の勤務 【 有り ・ 無し 】 「有り」の場合勤務日数【    日】 

 秋季中の勤務 【 有り ・ 無し 】 「有り」の場合勤務日数【    日】 

 冬期中の勤務 【 有り ・ 無し 】 「有り」の場合勤務日数【    日】 

 

⑳ 兼業（副業）の可否 （兼業を認める場合の条件をご記入ください。） 

【 可 ・ 不可 】 

   

 

 

 

 

㉑ 採用に関すること 

  ・ 募集時期 【      月】 

  ・ 資格や免許が【 必要 ・ 不要 】（「必要」な場合、資格や免許の名称をご記入ください。） 

 

 

 

 

  ・ 採用の際に必要な書類に〇をご記入ください。 

  【 履歴書・志望理由書・資格や免許の写し・その他（               ）】 

【例】市または学校の品位を下げない職業に限り認める。ただし、申請が必要。 

【例】司書、司書教諭、学校司書ガイドライン履修者 
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・ 採用の際に行われるものに〇をご記入ください。 

  【書類審査・教養試験・専門試験・適性検査・１次面接・２次面接・３次面接・その他（     ）】 

 

２ 業務内容・支援体制等についてお尋ねします。 

① 学校司書の業務に〇をご記入ください。 

Ⅰ 図書館運営やそれに付随する業務 

図書の受け入れ業務 ・ 図書の貸出・返却 ・ 資料調査（レファレンスサービス）  

個人や団体の調査（レフェラルサービス） ・ 図書の配架 ・ 図書の整理 ・ 蔵書点検 ・ 除籍 

統計（貸出冊数や所蔵冊数など）作成 ・ 図書館便りの作成 ・ 図書館の掲示物作成 

図書館ボランティアの募集 ・ 図書館ボランティアへの業務指示 ・ 学校図書館の地域開放業務 

学校司書実務（業務）マニュアル作成  ・  他校の学校図書館支援  ・  図書の学校間貸借  

図書の公共図書館からの借り受け ・ 図書の電算化 ・ その他（               ） 

 

Ⅱ 学校教育に関する業務 

絵本等の読み聞かせ・読み語り ・ ＴＴを含む授業支援 ・ 図書委員会に関する支援 

司書教諭の補助 ・ 授業資料の作成 ・ その他（                       ） 

 

② 学校司書を対象とした研修の有無 

今年度、実施（予定含む）した研修名と、実施者をお書きください。 

  

 

 

 

 

③ 教員対象の学校内研修への学校司書の参加 

   【 参加 可 ・ 参加 不可 】 

 

 ④ 学校司書・学校図書館への支援体制 

 ・「学校図書館支援センター」のように学校司書や学校図書館を支援する組織や事業はありますか。 

【 有り ・ 無し 】 

   ・ 「有り」の場合、名称をご記入ください。【                  】 

 

・ 学校司書担当の指導主事  【 有り ・ 無し 】 

・ 「有り」の場合、学校司書や学校図書館以外の指導主事業務と兼務をしていますか。 

 【 専任 ・ 兼務 】 

 

⑤ 学校司書・学校図書館へ支援内容 

 支援内容と支援者を例のようにご記入ください。 

 

 

 

 

 ⑥ 学校司書向けの業務・実務マニュアルはありますか。 【 有り ・ 無し 】 

――ご協力ありがとうございました―― 

【例】初任者研修（実施者 市教委・公共図書館と共催） 

実務・選書研修（実施者 学校司書の会）、教員と学校司書の合同研修（実施者 教育センター）

 

【例】学校図書館訪問・資料搬送・業務相談（実施者 学校図書館支援センター） 




